





























































































































































































































































































































































































町会名 1区 2区 3区 4区 5区 6区 7区 8区 9区
人口（人） 1,057 579 800 808 496 664 448 361 848
65以上（％） 33.0 28.2 29.6 24.0 19.8 28.2 29.7 36.6 32.4
75以上（％） 17.0 13.1 14.8 10.5 10.1 11.9 14.5 17.5 16.2
町会名 10区 11区 12区 13区 14区 15区 16区 17区 18区
人口（人） 1,296 295 382 438 139 973 221 159 121
65以上（％） 32.5 32.9 33.2 21.5 40.3 30.3 43.4 40.3 22.3
75以上（％） 17.9 17.6 16.0 10.3 24.5 16.9 21.7 20.1 12.4
町会名 19区 20区 21区 22区 23区 24区 25区 26区 27区
人口（人） 669 973 76 1,717 273 287 373 506 743
65以上（％） 22.4 27.7 32.9 30.5 28.9 33.1 33.2 37.9 4.7
75以上（％） 10.3 18.3 10.5 16.9 16.8 15.7 12.3 14.4 1.6
※この時点での波田地区全体の高齢化率は28.9％
Ⅱ．地域総合研究センター特別調査・研究員（松本市地域づくりインターン）活動報告
164
の地域づくりを進めるために、その主体となる「住
民組織」が必要と考えたのが設立の経過である。こ
の波田まちづくり協議会と、地域づくりセンターや
町会連合会など様々な主体が協働で地域づくりを行
うこととなっているが、設立後、数年が経過する中
で、いくつかの課題が挙げられていた。事業を実施
するための人材が不足、町会連合会など地区内の諸
団体とのコミュニケーション不足、新規事業を企画
立案する人材の不足がその主なものであり、それに
より住民のニーズを把握できず、地域課題解決のた
めの具体的な事業や活動に至らなかったという実情
があった。
　その一方で、地域住民の代表であり意思決定機関
である町会連合会の運営においても、見直しが必要
となってきていた。町会連合会には、以下の3つの
機能がある。
（1） 波田地区の方向性を決める……旧波田町役場
の機能
（2） 波田地区の意思決定機関……旧波田町議会の
機能
（3）地区内要望の取りまとめと行政への要望
　しかし現状において、行政からの依頼事項など町
会長の業務は多岐にわたっており、それに加えて波
田まちづくり協議会の一員として事業への参加も求
められていたため、業務量が多いという課題があっ
た。そのため、毎月の定例会議の中でも、行政から
の連絡事項で大半の時間を消費してしまい、波田地
区に関する議論をする機会が少なく、上記（1）の機
能を果たすことが困難なところがあった。
　以上の両者は、協働の精神をもって事業を推し進
める推進協力団体であり、本来であれば、町会連合
会の決定した方向性に沿って、波田まちづくり協議
会が事業を企画・立案していくべきであった。しか
し、両者の意思疎通が図れておらず、波田まちづく
り協議会実施の各事業に町会連合会が、実践部隊と
して参加するという実態があったため、協働による
地域づくり事業が円滑に行えていなかった。前項で
記述したように、波田地区は規模が大きいため1つ
の視点での地域づくりは難しい部分があるのだが、
この両者の協働体制も整わない状況であったため、
波田地区としての一体的な地域づくりが、さらに難
しくなっていた。
　この大きな課題を解消するために、「波田まちづ
くり協議会あり方検討委員会」を波田まちづくり協
議会、町会連合会、町内公民館長会、地域づくりセ
ンターの代表者により開催し、波田まちづくり協議
会の組織再編を検討した。事業内容を整理・統合し、
町会連合会をはじめとした地区内の諸団体との情報
交換会の開催などを決定し、令和2年度より新体制
で事業を進める予定である。また、町会連合会に関
しても、令和2年度以降に会議運営の見直しを行う
予定であり、事務連絡等を極力簡略化し、波田地区
に関して議論しあう時間を保障できるようにしてい
く。波田町から松本市になって10年が経過したこと
で、まさにこれから、地域住民が主役となり、様々
な主体が協働しながら地域づくりを行うための体制
づくりが成されたと言える。
　以上の1）2）3）を総合すると、波田地区全体の課題
は「将来的な超少子高齢化を見据えながら、町会と
いう小さな地域の単位で、住民が主体の地域づくり
を実践する。また、その事例を積み上げていくこと
で、地区全体の地域づくりへと時間をかけて波及さ
せていく。」ことではないかと考える。
3　本研究の目的設定
3－1　本研究におけるキーワードの設定―1章と
2章からの考察を踏まえて―
　超少子高齢化や人口減少を根本から修正するのは
不可能と言っても過言ではない。しかし、社会の変
化を見据えての対策は可能である。松本市としては
前述の通り、「健康寿命延伸都市・松本の創造」「人
と社会の健康づくり」を最大の目標としており、そ
のために「松本らしい地域づくり」を実践すること
としている。
　松本市としての地域づくりの定義は「安心して、
いきいきと暮らせる住みよい地域社会を構築するた
め、市民が主体となって地域課題を解決していく活
動や取組み」とされているが、これを進めていく上
で重要な視点として、6つの視点を紹介した。この
うち「①お互い様の精神で、住民の主体的な参加に
より進める」「③町会と市とが対等な関係を維持し、
町会を核としながら進める」「④学びを基盤としな
がら進める」「⑥地域のペースに合わせて進める」の
4点に着目したい。
　まず①においては、地域の困りごとを「他人ごと」
ではなく「自分ごと」と捉え、「自分たちの地域は自
分たちで創る」といった住民の主体性を重視すると
している。次に③では、町会は地域を代表する貴重
な存在であり、市政運営の重要なパートナーである。
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それと同時に、地域づくりを進める核と位置付け、
対等な関係から協働を行い、地域づくりを実践する
こととしている。④では、住民各個人が集まる中で、
地域の困りごとを「聞く」、「調べる」、課題につい
て「考える」、「話し合う」、解決に向け「合意する」、「実
践する」といった取組みを通じて学び合うことを重
視するとしている。公民館はその学習機会を保障す
る役割を求められているが、この営みを通して地域
の自治力向上と、より地域に密着した社会教育を実
現するものとしている。最後に⑥では、住民主体の
地域づくりのために、住民自身が学習等を通じて地
域の課題を理解し、納得した上で、解決に向け取り
組んでいくことが必要であるため、住民と足並みを
揃えながら、地域のペースに合わせて進めることと
している。これらを総合すると、「松本らしい地域
づくり」を実現するためには「町会を核としながら、
地域に関する学習の機会を創出すること。それによ
り地域住民の自治力を高め、住民主体による地域づ
くりにつなげること。それらを住民の理解と納得に
基づき、地域の状況に合わせて進めること」が重要
である。
　以上の考察と、2章において記述した波田地区の
課題とは、合致する点が多い。超少子高齢化の進行
という課題は、波田地区だけでなくどこの地域にお
いても危惧されていることであるが、その他の課題
に関しては波田地区独自のものである。住民にとっ
てより身近である町会を基礎にして、自治力の向上
と課題解決への仕組みづくりに取り組むため、本研
究では「町会単位における地域住民の自治」をキー
ワードとして設定する。
3－2　「町会単位における地域住民の自治」に関す
る諸研究
　そもそも町会とはどのようなものなのだろうか。
いくつかの文献からその答えを探った。東海自治体
問題研究所の編集した「これからの町内会・自治会 
いかしあいのまちづくり」では、以下のように定義
している。
　「したがって、町内会・自治会というときには、
つぎのような特徴をもつ地域住民組織を指すことに
したい。すなわち、その組織の名称が何であれ、原
則として一定の地域的区画において、そこで居住な
いし営業するすべての世帯と事業所を組織すること
をめざし、その地域的区画内に生ずるさまざまな（共
同の）問題に対処することをとおして地域の（共同）
管理に当たる住民自治組織である」1）
　また同じく、東海自治体問題研究所の「町内会・
自治会の新展開」では、町内会を以下のように解説
している。
　「地域の生活環境を保全し、住みよい地域社会を
つくるために日常的に役割を果たすことが期待され
た組織である。具体的にはさまざまな課題があるが、
総括的に表現すれば「まちづくり（あるいはコミュ
ニティづくり）」のための組織ということができる
し、その機能に注目して、住民による「地域共同管理」
のための組織ということもできよう。この意味では、
全住民に関わる問題を扱う組織として地域になくて
はならないものであり、共に生活する住民にはすべ
てそこに参加する権利が保障されなければならない
組織といえる」2）
　「地域の（共同）管理」「地域共同管理」は同じ意味
を持つと考えられるが、「地域共同管理」に関して、
山崎丈夫は著書「地域自治の住民組織論」の中で『住
民の多様な地域生活諸関係の共同管理機能（自治機
能）』3）と表現している。これが町会の持つ機能の本
質であると考える。この機能について端的に説明し
たのが前掲の「町内会・自治会の新展開」であり、
そこでは『住民が共同に利用している地域を共同し
て管理すること』4）と説明されている。まさにこれ
こそが住民自治そのものであり、まちづくりの基礎
と言える。また、この「地域共同管理」に関して、
同書より以下のように言及されている。
　「地方分権化が叫ばれているなかで、住民自治や
住民参加のいっそうの強化は不可欠である。住民が
組織としてこれを担える主体に成長していく方途を
考えるとき、住民どうしだけでなく、住民と行政と
のパートナーシップの強化も含めて地域共同管理の
力量を高めていくことが必要である。その意味では、
町内会だけでなく、町内会とコミュニティ、さらに
は地域内の各種住民団体とも手をつないで、まちづ
くりをすすめていくことが求められている」5）
　すなわち、住民による地域共同管理の力量を高め、
様々な主体と連携しながらまちづくりを推進するこ
とが重要であると考えられる。
　しかし、ここに至るためには課題もある。前掲の
「地域自治の住民組織論」「町内会・自治会の新展開」
では、実際には行政から依頼される業務が多く、そ
れが町会長の負担増に結び付いている。
　すなわち「地域住民組織は（中略）歴史的に、行政
としての性格と行政下請け機関としての側面を保っ
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てきた。したがって、現在も自治体との間に行政事
務処理上の下請関係が強く維持されており、その同
じ関係を住民との間で持続しているのである」6）「こ
の町内会長などの多忙さの一方の原因は、タテ割り
行政の多くの窓口と、住民の苦情や注文が町内会の
一点で焦点を結んでいることに起因していることに
ある」7）、「行政からの広報配布の委託事務はたいへ
ん多いので、会長は会務のほとんどの時間をこれに
割く結果になっている状況も見られる。それによっ
て町内会・自治会が地域住民のために本来行うべき
活動ができずに、委託事務を果たすだけの自治活動
となっているとすれば、町内会・自治会は、ますま
す行政の下請機関としての性格を強め、住民からも
そのようなものとしてしか評価されない組織になる
であろう」8）と記述されている。これは波田地区内
外でも顕在化しており、そのため近年の少子高齢化
の進行もあり、次の町会役員の担い手がいないとい
う新しい課題が浮上している。それに関しては、同
書で『行政との安易なもたれあいを排し、旧体質的
地域管理から脱却して、住民の要求やエネルギーを
結集しうる真の地域住民自治組織への転換が必要で
ある』9）と記している。
　また一方で、地域住民の共同性（つながり）をどの
ように担保するのかという点も重要な課題となって
いる。前掲の「これからの町内会・自治会 いかしあ
いのまちづくり」「町内会・自治会の新展開」「地域
自治の住民組織論」に加え、山崎丈夫の「地縁組織
論―地域の時代の町内会・自治会、コミュニティ」
の記述をまとめると以下のようになる。
　「現代の地域社会は、住民構成の多岐性と価値観
の多様性がすすむにつれて、地域社会の凝縮性が薄
れ、地域的には一種の空洞化状況を見せている。（中
略）地域社会からの離脱ではなく、そこにおいて他
者との関係をいかにつくっていくのかということが、
現代社会の大きな課題である」10）
　『地域社会がより静止的であった時代には、地域
住民は相互に顔見知りの関係にあり、地域や住民に
おこった出来事は、一度に広がって地域に共通の知
識となった。また、これらが歴史的に積み重ねられ、
教訓が引き出されて「生活の知恵」となっていった
のである。（中略）今日、定住化がいわれているとは
いえ、なお高い流動性をもつ地域社会で、しかも人
びとの関心は地域外にも大きく広がっているとき、
地域についての共通の認識や地域での「生活の知
恵」は断片化し、しぼんでしまっているかのようで
ある』11）
　「経済の高度成長過程は、大量消費型・都市的生
活様式を形成させた。この過程は、一定の生活水準
の向上を背景として、マイホーム主義志向による親
しいものだけで住む核家族化、世帯人員の縮小とい
う現象を生み出した。このような過程は、それまで
築いてきた近隣諸関係、地域への依存関係を弱めさ
せることになり、各世帯の「自立化」が世帯の地域
離れを進めることになった」12）
　「お互いに迷惑をかけないように努めながら、し
かし、土地空間の共同利用者として必要な交流を持
ち、お互いに住みやすい生活環境を創っていく仲間
として協力しあうことは、町内会・自治会の出発点
である」13）
　「生活の個別化が進み、一方で生活の社会化が進
行していく間を埋めて、人間関係の省略ではなく、
地域住民の共同性（つながり）をどのように強化し、
住民同士が真に相手のことを考えていける文化的力
量を高め、地域全体に力をつけていくのかというこ
とが地域の大きな課題として問われてきた」14）
　「時代の変遷とともに人々の生活様式や価値観が
多様化する中、「地域」や「町会」から離れている世
帯も増えている。その中、いかに同じ地域に住む者
としての関係性を構築するかが課題となっている。
「地域の中のつながりが希薄となり、同じ地域に住
んでいるのに顔も名前も知らない人がいる」という
意見が波田地区内外で多く見られる。これに対し「地
域自治の住民組織論」では、『日常的に地域のつな
がりの中で相互の条件を知り、援助しあっていく関
係を明確にしていくことが必要なのである。まちづ
くりの在り方は、まず、集まって生きることが最も
保障されないといけない 』と記している。
　以上のように、様々な研究者や文献により今後の
「町会単位における地域住民の自治」の在り方が議
論・提唱されてきたが、以下のように要約すること
ができる。
　今後、住民が主体となってのまちづくりを推進し
ていくために、地域共同管理（住民自治）の力量を高
めることが必要。そのために「自治体から依頼され
る業務負担の軽減」「地域住民同士の共同性（つなが
り）の保障」に取り組む。以上により、地域の状況・
課題を住民同士が把握しあい、その解決に向けて主
体的に動き出す町会を目指すべきである。
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3－3　本研究の最終目的―これまでの論述を踏ま
えて―
　前述したように、「松本らしい地域づくり」の実
現のためには「町会を核としながら、地域に関する
学習の機会を創出すること。それにより地域住民の
自治力を高め、住民主体による地域づくりにつなげ
ること。それらを住民の理解と納得に基づき、地域
の状況に合わせて進めること」が重要である。これ
については、前節の最後にまとめた内容と重なる部
分がある。松本市の定義する地域力（自治力）は、「地
域共同管理の力量」にそのまま置き換えることが可
能だ。「自治体から依頼される業務負担の軽減」「地
域住民同士の共同性（つながり）の保障」に関しては、
既に波田地区として独自に取り組み始めているとこ
ろであり、それは前章2節3）で記述した通りである。
ただしこちらに関しては、令和2年度から動き出す
ものであり、地域づくりインターンの定められた期
間内でより実践的な地域づくりを行うためには、町
会単位での地域づくりに取り組む必要がある。地区
全体として動き始めてはいるが、「町会が地域づく
りの核」であるからには、町会単位での実践を同時
進行すべきである。しかし、具体的にはどのような
実践が必要なのであろうか。
　以上から、本研究のテーマをこのように設定し、
この研究活動から得られたものを、松本市及び波田
地区の地域づくりの一助とすることを目的としたい。
・地域力（自治力）の向上と地域課題の解決へ向け
た取り組みを、町会単位で推進するために、ど
のような具体的実践が求められるのか
・「松本らしい地域づくり」を実現するために、
必要とされる要素は何か
4　主な実践内容
　平成30年度に関しては波田地区全体の状況を把握
するために地区全体の事業へ積極的に参加していた
が、前節で提示したテーマに取り組むため、本年度
は町会単位で実施されている活動・事業へ重点的に
参加した。そこから明らかになった事項は以下のと
おりである。
4－1　波田地区まちづくりモデル町会推進事業へ
の参加
　2章において触れたが、波田地区独自の地域づく
り事業として平成30年度から「まちづくりモデル町
会推進事業」を展開している。この事業は、絆づく
り推進会議（地域づくりセンターなど波田地区担当
職員）と波田まちづくり協議会が主催するもので、
波田地区内の町会へ参加を依頼し、以下の事業を実
施した。
夏季：地域づくり講演会（全体研修会）への参加
秋季：松本市立病院とスポーツジムインストラク
ターと連携した「健康・介護予防講座」
地域のつながりをテーマにした、住民参加
による「町会ワークショップ」
冬季：地域づくりシンポジウムにおける活動事例
報告
　上記の事業は、地区全体ではなく、町会単位での
地域活動への取り組みを推進するものであり、年度
をまたぎながら数年をかけて地区全体へ広げていく
という戦略に沿って実施されている。事業の企画と
費用負担は「絆づくり推進会議」や「波田まちづくり
協議会」が担当し、参加する町会は町内住民へ事業
の周知と募集を行った。初年度である平成30年度に
は3つの町会、2年目に当たる本年度は10区町会と11
区町会の2つの町会が参加した。10区町会と11区町
会の概要は以下のとおりである。
［10区町会］人口：1,296人　高齢化率：32.5％
［11区町会］人口：295人　 高齢化率：32.9％
（2019年2月1日現在）
　2町会は、いずれも「中波田」と呼ばれる地域に属
する昔ながらの町会であるが、人口規模に大きな差
異がある。この2つの町会において、それぞれの住
民が公民館に集まり「地域のつながり・集まりの今
と昔」「現在の困りごと、今後の心配ごと」の2点をテー
マにワークショップを開催した。松本大学の中澤准
教授に全体のファシリテーターを依頼し、波田地区
担当職員や波田まちづくり協議会の役員・総務部会
員が、参加者を約5人ずつに分けた、小グループ内
のまとめ役を務めた。本番では2時間弱の時間を使い、
それぞれ町会に関して闊達な意見交換を行った。そ
の結果には、両町会でそれぞれ違いはあるものの、
以下のような意見が共通して出された。
［地域のつながり・集まり］
・現在も続いている行事などはあるが、無くなっ
てしまったものが一定数ある
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［現在と今後の困りごと］
・高齢化の進行に伴う生活上、防災上の不安
・近所のつながりが少ない。交流がない
・役員の担い手不足
・空き家対策
［これから必要なつながり］
・世代を超えて交流ができる機会
・ボランティアによる支えあい
　「ワークショップ」という言葉は、地域の住民にとっ
て聞きなれないものであったようだが、実際の場面
では様々な世代が自由に活発な話し合いを行うこと
ができた。この結果をもとに、11区町会では令和2
年度の新しい町会行事として納涼祭を企画した。10
区町会の今後の方向性に関しては、現時点では不明
であるが、このモデル町会推進事業とは別に、独自
の事業として認知症に関する学習会の開催や、要援
護者を想定した防災訓練を計画していたため、これ
らの事業が次年度へつながっていく可能性はある。
　以上のことをまとめると、この町会ワークショッ
プを開催したことで、住民同士が直接顔を合わせな
がら自らが住む町会に関して、意見交換が行える貴
重な機会になったものと考える。また、その成果を
もとに新たな事業を計画した町会もあるため、意見
交換を行う中で今後の地域づくりの方向性を考える
きっかけになったと言える。
4－2　町会単位での地域づくり活動への参加およ
び調査
　本年度、今後の地域づくりの在り方を検討するこ
とを目的として、波田地区内外における、町会単位
での地域づくりの実践に参加した。
1）花咲か爺さんの会
　波田地区の26区町会において組織された、住民有
志の団体である。平成26年に高齢男性の集まる場を
創出することを目的に立ち上げ、定期的な親睦会・
交流会の他、町会内の公共施設（公園、公民館など）
の環境整備、夏休み期間中の小学生の学習支援、町
会内サロン事業の支援など、多岐にわたる活動を実
施している。公園の管理に関しては松本市から26区
町会に委嘱されており、ある程度までは行政ではな
く町会で管理することとなっている。花咲か爺さん
の会は、町会から依頼されてこのような管理作業を
行っているのである。現在の会員は13名で、その多
くは70代である。活動への参加を強要することはな
いが、親睦会には積極的に参加するよう声をかけて
いる。地域のために活動することは大切なことであ
るが、当然それぞれが仕事や家庭の事情があるため、
無理強いはしない。ただ、それでも定期的に集まって、
楽しく会話をすることに最大の意義を見出している
ため、親睦会には無理のない範囲で参加してもらう
ことにしている。参加者が互いに話をしていく中で、
地元である26区町会のことや波田地区のことも話題
になり、今後の活動をどうしていくかという打ち合
わせも可能となっている。この活動は、今後超少子
高齢化社会を迎えるにあたって、日本政府の目指し
ている「高齢者の社会貢献」「生涯現役社会」の実践
事例であると言える。地域に貢献できること、他者
と交流できることが楽しいし、やりがいであると会
員は語っている。
2）山毛欅の会
　波田地区の11区町会を中心に活動する団体であ
り、平成7年に立ち上げた後、現在まで活動を継続
している。11区町会には「夫婦堤」と呼ばれる桜の
名所があるが、この周辺の環境整備、小中高の生徒
を集めたイベント「夫婦堤海音楽祭」の企画・実施、
その他不定期での交流会などを行っている。「夫婦
堤音楽祭」は「子供たちと地域との触れ合いの機会
をつくる」ことを目的に平成14年に立ち上げ、現在
まで17回開催している。会員の多くは11区町会の住
民であり、年齢層は20代の若年層から年配の方まで
と幅広い。現在の会員数は約20名で、殆どが男性だ
が、一部夫婦で参加する住民もいる。この会を立ち
上げた現会長によると、昔はどの町会でも「親交会」
と呼ばれる団体があり、そこで地域の住民が世代を
問わず交流しながら、様々な共同作業を実施してい
たということである。この山毛欅の会もまた、様々
な活動を通じて会員同士の交流を図ることを目的と
しており、花咲か爺さんの会と同様に無理のない範
囲で会員に参加してもらっている。若い世代も少し
ずつ新規会員として参加し始めており、住民有志の
団体として精力的に活動している。
3）赤松の郷づくり協議会
　波田地区の17区町会で組織された団体であり、現
在の会員は25名で令和元年に女性が1名加入した。
主に梓川の河川敷や町会内の公園、空き家の庭木の
剪定、昭和電工㈱赤松発電所の駐車場の環境整備、
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神社の鳥居の修繕、伝統行事である「三九郎」の準備、
その他公民館の玄関タイルの修繕の検討など行って
いる。最初は、現在の会員の1人が個人的に河川敷
の草刈りをしていたが、そこに少しずつ地元住民が
集まり、平成20年から団体として活動を行うように
なった。会員からは一定額の会費を徴収していると
ともに、17区の町会から仕事を依頼されることもあ
るため、町会からも資金援助を受けている。また、
河川敷の管理を行っていることから土地改良区から
も管理費を受け取り、それら全てを運営資金にあて
ている。地域の課題は地域で解決するための活動で
あるが、その前提として「やりたい」「楽しい」とい
う住民の想い・主体性が大切である、また他者のた
めでなく、自分自身のためにボランティアを行うも
のであり、他者からの「やらされて」ではいけない
と会員として参加している町会長が述べていた。、
上記の2つの団体と同様に、赤松の郷づくり協議会
も活動を終えた後の慰労会を大切にしており、それ
が会員の皆さんの「楽しみ」にもなっている。
4）居酒屋公民館（寿地区）
　波田地区外の事業ではあるが、寿地区における町
会単位の取り組みの調査を行った。寿田長町会では、
独自に「居酒屋公民館」を立ち上げ、5年間継続。毎
月第3土曜日の夜に公民館を開放し、参加者に1,000
円の会費と料理などを持参してもらい、住民同士の
交流と語り合いを実施している。毎回平均して8名
ほどが参加し、時々女性が参加することもある。こ
の取り組みの目的は、住民の集まる場をつくり、住
民同士の情報交換を行うことにある。その中で様々
な話題が持ち上がり、市営団地の塗装の修繕や交通
事故の起きた交差点に注意看板を設置するなど、実
際に身近な地域課題の解決につなげたケースもある。
この取り組みのきっかけになったのは、地区で開催
された「地域包括ケアシステム」の学習会で、住民
の集まる「場づくり」の必要性を知ったことである。
「地域包括ケアシステム」は今後の超少子高齢化社
会に対応するために、日本政府が定めた住み慣れた
地域で豊かな暮らしを続けられるための仕組みであ
り、行政・地域住民など多様な主体の協働により地
域福祉の推進を図るものである。「場づくり」によ
り様々な住民から情報を収集し、それを身近な地域
づくりに活用するという点で、この取り組みも町会
単位の地域づくりの先進的な事例である。
4－3　町会単位での地域づくりの実践
　これまで記述したのは、波田地区内外での事例調
査が主であるが、ここでは「町会単位での地域づくり」
に関する具体的実践について記述する。波田地区に
27ある町会のうち、1つの町会に協力してもらい、
そこを拠点としながら任期終了までの研究活動を行
う予定である。
　今回協力を依頼したのは、花咲か爺さんの会の項
で記した26区町会の隣に位置する、25区町会である。
25区と26区は、2章で記述したように波田地区のベッ
ドタウンとして大きく発展した時代に、新しく開設
された町会である。昭和52年に当時の長野県企業局
により北原団地が造成され、それが25区・26区と
なった。これをきっかけに人口はさらに増加してい
るが、この時に増えた住民の年齢層は30代と9歳未
満の方々という統計があり、働き盛りの子育て世代
が増加したと分析されている（「波田町誌　歴史現代
編」より）。以上の経緯から、この25区と26区町会は、
波田地区の中でも比較的新しい町会であるが、新興
住宅地であるが故に、高齢化が進んでいる。25区と
26区のみに言えることではないが、2章で記述した
ように、現在より40年ほど前に多くの人が波田地区
内に転入したために、高齢者人口が多くなっている
のが現在の波田地区の状況である。新興住宅地であ
る25区と26区はその典型的事例であると分析する。
前掲の町会別調査の表をご覧頂いても分かるように、
ともに高齢化率は波田地区の中でも高くなっており、
伝統行事の三九郎は共同で企画・準備している。
　しかし、26区ではなく25区のみに依頼をしたのは、
25区町会でサロン事業を運営しているボランティア
より、個人的に「25区町会の活性化のために協力し
て欲しい」と声をかけられたためである。そこで、
25区の歴史についての調査、町会長からのヒアリン
グなどを通じて、25区町会の状況を分析した。両町
会の人口と高齢化率は以下のとおりである。
［25区町会］　人口：373人　高齢化率：33.2％
［26区町会］　人口：506人　高齢化率：37.9％
　（2019年2月1日現在）
　町会の歴史的経緯は前述の通りであるが、26区町
会と比較すると人口が少なく、高齢化率も低い。高
齢化率が比較的低くなっている理由は、近年25区に
おいて若い転入者が増えてきていることである。ま
た、その居住地には偏りがあり、町会の中心部には
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長年居住している人が多く、それを囲むように新し
い転入世帯が居住している。その一方で、26区に関
しては新しい転入者はそれほど多くない。以上のこ
とから考えると25区町会は今も昔も新興住宅地で、
高齢化が進みつつ新しい住民も増えているが、居住
地には偏りがあるということで、その点からすれば
波田地区全体を凝縮したような町会であり、波田地
区の中でも特徴的であると言える。また、26区にお
いては前節で記述した「花咲か爺さんの会」の存在
や、前々節で述べた「まちづくりモデル町会推進事業」
に平成30年に実施していることから、地域づくりに
おいて先進的な町会であると言える。対して25区は
「花咲か爺さんの会」のような住民主体のボランティ
ア団体もなく、「まちづくりモデル町会推進事業」
は未実施である。このため、25区町会は波田地区の
中でも特徴的な町会であり、これから地域づくりを
推進していく必要があるとして研究活動の協力依頼
を行い、町会長をはじめとした町会役員の配慮によっ
て、町会運営に携わることができた。25区町会でこ
れまで実践してきたことは、主にこの3点である。
・町会事業への参加（清掃など）
・役員会への参加
・町会の全世帯アンケートの実施
　25区町会について、住民や役員との関係づくりを
行うとともに、ヒアリング及びアンケート調査を通
じて明らかになった、具体的な町会の状況やニーズ
は以下のとおりである。
ヒアリング内容
・高齢化が進行しているが、若い世代も転入してき
ている。町会内の清掃や納涼祭などで年代や居住
年数を問わない交流はできているが、日常的な関
わりは薄い。
・隣組によって世帯数や年齢構成も異なるため、そ
れぞれ特色がある。組同士の合併の話も出ること
がある。
・夏の納涼祭では100人前後が集まり、盛況のうち
に終わった。子供も大勢参加し、とても喜んでいた。
・敬老会は実施しない。招待する人が多すぎるため、
記念品の配布のみ行う。10年ほど前に実施した前
例はあるが、参加者は少なかった。
・5年ほど前に、恒例行事として開催していたお花
見会を廃止してしまった。本年度になり、新しく
企画しようという議論もあったが、予算と役員の
労力の問題から先送りとなった。
・町会内で交流会を開いても、若い世代の方々が参
加するかどうか分からない。役員の負担に関する
意見もあったが、実際に参加する前と後では感じ
方が変わる場合もある。
・町会の中には1人暮らしの高齢者はあまり多くな
いが、高齢の夫婦のみの世帯が多い。高齢者の居
場所づくりが必要だと思う。気軽で、子供も参加
しやすいようなものを。
・交流会を開いたとしても、その場に女性がいれば
女性に片付けなどの負担が集中しがちである。個
人的には、アルコールも控えた方が良いと思う。
・地域の支えあいの重要性は理解しているが、実際
にどこにどのような方がお住まいなのか分からない。
・他地区のことを聞くと「楽しい」「面白い」のが公
民館活動という印象を受けるが、波田に戻ってく
ると逆に「負担」という印象に変わってしまう。
・町会長が個人的に男性のみの集まりをつくり、居
酒屋公民館のような親睦会を定期的に開催してい
る。メンバーは現在のところ6名だが、あまり人
数を増やす予定はない。
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　以上から、25区町会は、核家族が多く、長年居住
している年配の人々と、近年転入してきた若い人々
とで二極化している。また、高齢化などに対する不
安やニーズはありつつも、既存の町会活動や役員の
在り方、隣組の在り方などにも不安要素がある。隣
近所の住民とコミュニケーションが取れている住民
が多い一方で、付き合いのない住民も一定数存在し
ている。現在の生活に関しては比較的安定している
と言えるが、将来の生活に関しては不安を感じる住
民も多い。
　これを踏まえ、今後どのような地域づくりが求め
られるのか、次章にて具体的に考察していく。なお、
アンケート調査結果の詳細は、巻末に掲載する。
5　令和元年度の実践の総括と次年度以降の
展望
　本年度の活動は、前年度の方向性を大きく転換し
たということもあり、具体的に地域課題を解消する
実践にまで至らなかった。しかしその反面、波田地
区の地域づくりに関しての見識を深めることができ
た。これまでの総括と今後の展望は以下のとおりで
ある。
5－1　波田地区まちづくりモデル町会推進事業お
よび町会単位での地域づくり活動に関する
考察
　「波田地区まちづくりモデル町会推進事業への参
加」では「まちづくりモデル町会推進事業」および「町
会単位での地域づくり活動への参加および調査」で
は、様々な「町会単位での地域づくり活動」に関し
て整理した。これらはそれぞれ別種類の取り組みで
あり、その取り組み内容も異なるものであるが、共
通しているのが「住民同士で集まって話をすること」
である。3章で指摘したが、戦後からの復興や高度
経済成長、平成の時代へと日本社会が大きく変化し
ていく中で、地域社会の凝集性が薄れたという課題
があり、それ故、住民主体での地域づくりを実践す
る上で「地域住民同士の共同性（つながり）の保障」
が求められるようになった。「波田地区まちづくり
モデル町会推進事業への参加」で指摘したように、
実際に「近所のつながりが少ない。交流がない」と
いう意見が町会ワークショップで挙げられたが、地
域住民同士の共同性（つながり）が保障されていない
と考えられる。現代の地域社会において地域住民同
士の共同性を保障することが、「住民が共同に利用
している地域を共同して管理する」という「地域共
同管理」の機能を回復することにつながると考える。
そのための具体的実践が「住民同士で集まって話を
すること」であり、これをきっかけにして、普段住
む地域に対する意見交換を行い、それが今後の地域
づくりに活かすことが可能となる。
　また、もう1つの視点として「町会単位での地域
づくり活動への参加および調査」より、「楽しんで
参加すること」が重要であることが挙げられる。い
ずれの取り組みも、参加を強要しておらず、各々の
参加者が取り組みそのものを楽しみながら、主体的
な関わりを続けている。地域に関わる活動は、任意
の参加であり無理強いするものではない。他者に言
われて受動的に参加したとすれば、住民による主体
的な地域活動、地域づくりにはなり得ない。職場で
も家庭でもない第3の居場所として機能するために
は、「楽しさ」を感じることが前提であり、この要
素が保障されなければ参加者の主体性を損なう危険
性がある。
　以上から、住民主体による地域づくりのためには、
住民同士で集まって話をすることと、無理なく楽し
んで参加できることの2つの要素が不可欠である。
　特に波田地区においては、地区全体としての地域
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づくり体制を一新する状況にある。この2つの要素
は地域づくりの原点とも言うべきものでもあり、重
要点として捉えながら今後の活動へ活かしていくこ
とが重要である。
5－2　「町会単位での地域づくりの実践」に関する
考察
　「町会単位での地域づくりの実践」においては、
ヒアリング調査やアンケート調査の結果から、25区
町会の現状やニーズなどを広く分析することができ
た。それをもとに、町会長と相談しながら作成した
今後の方向性は、以下の通りである。
　「誰もが健康で豊かな暮らしができる町会」を将
来的に目指すため、「必要な時に互いを支えあえる
町会」を目標に「住民同士の顔の見える関係づくり」
に取り組んでいく必要がある。前節で得られた考察
も踏まえれば、「簡単で緩やかな交流会」を企画し、
同時に「町会活動や役員に関する負担感・不安感の
軽減」を図ることが重要である。上記の案は、アンケー
ト調査のまとめとともに、25区住民総会の資料に添
付して全戸配布を行った。新型コロナウイルス感染
拡大の影響により住民総会は中止となってしまった
ため、25区住民に直接説明する機会を失ってしまっ
たが、意見は随時受け付け、令和2年度の役員会で
具体的に協議することとしている。
　前節で記述したように、住民の主体性を損なって
は、本来の地域づくりとはなり得ず、ただ新しく事
業を増やして町会役員をはじめとした住民の負担を
増やすだけとなってしまう。したがって、役員会を
はじめ、住民主体で検討を行う必要がある。地域づ
くりインターンの残り1年の任期を考えると、「住民
に丸投げするような事態」にならないようにするため、
次年度の活動として、これまでの調査結果を25区町
会の住民に丁寧に説明を行い、地域づくりに関する
議論を行っていく予定である。
5－3　おわりに
　これまでの2年間の活動を通じて、地域づくりの
本質を学ぶことができた。地域住民の自治力の向上
を実現するためには、当然多くの時間が必要となる。
綿密なコミュニケーションにより住民の皆さんと歩
調を合わせつつ、1つ1つの実践を丁寧に積み上げて
いき、町会という小さな地域を基礎にした地域づく
りのモデルを構築する。これを筆者の3年目の目標
としたい。
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波田25区町会における全世帯アンケート調査　集計結果（以下に選択質問、自由記述質問に分けて掲載）
選択質問① 選択質問②
選択質問③ 選択質問④
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選択質問⑤ 選択質問⑥
選択質問⑦ 選択質問⑧
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選択質問⑨ 自由記述質問①
自由記述質問② 自由記述質問③
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自由記述質問④ 自由記述質問⑤
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